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1. 序 

電気事業法管轄の送電用鉄塔は，通常地震荷重に対する設計は省

略されているが，近年では極大地震に対する耐震性能を把握するこ

とが求められている 1)2)。送電用鉄塔は全国に約 25 万基存在してお

り，極大地震に対して強度不足となる鉄塔の補強対策はもとより，

近い将来耐用年数を超える鉄塔の建替対応などが急がれている。し

かしながら，膨大な基数の既存鉄塔全てを直ちに補強や建替等を実

施することは現実的に困難であり，様々な観点から合理的かつ簡便

にその構造安全性をスクリーニングする必要がある。そのような課

題に対し，筆者らは，送電用山形鋼鉄塔の保有耐震性能に着目した

スクリーニング実施に向け，被災後の腹材（ブレース）補修によっ

て対応可能な鉄塔の選別や鉄塔どうしの耐震余裕度を同一尺度で相

対比較し対策優先順位付けの一指標としての活用を目的とした耐震

診断手法を提案している 3)。同手法は腹材の座屈や引張降伏といっ

た一部の部材損傷を考慮して鉄塔架構の耐震性能を評価する手法で

ある。しかしながら，同手法は接合部の早期破壊は補強等で防止さ

れた条件下での評価を前提としている。送電用鉄塔の接合部は普通

ボルト支圧接合であり 4)，また設計時に保有耐力接合は要求されな

いため，既存鉄塔では軸部が塑性変形する前に接合部が先行破壊す

る恐れがあり，送変電鋼構造物の特異な接合仕様に対して適用可能

な山形鋼接合部の補強法を確立する必要がある。 

送電用鉄塔の山形鋼腹材接合部と類似の構造としては，建築分野

の体育館等で多用される偏心接合された等辺山形鋼ブレース接合部

が該当し，その補強に関する研究は活発に行われている。藤本，難

波ら 5)は，ボルト孔欠損のある断面に鋼板を溶接して貼り付け，有

効断面を直接的に増大させることで鋼板の断面積に応じた最大耐力

の上昇が期待できることを示している。吉敷，薩川らは突出脚への

応力伝達促進を目的に，隅肉溶接を付加する方法 6)やボルト接合で

並列材を付加する方法 7)によって，無効突出脚長さを低減させ有効

断面破断耐力を向上させる補強法を提案し，その設計法を整備して

いる。しかしながら，送電用鉄塔は，山岳部や住宅街に建造されて

いることが多く，大掛かりな養生が必要な火気を使用する溶接工事

が嫌厭される点や，図 1 に示すように部材同士が直付けされた接合

形式が多用され，新たな補強材を追加するためのガセットプレート
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などのスペースが十分確保できない場合がある点など，既往研究で

提案された補強方法は送電用鉄塔に対しては汎用性が低い。 

ところで，鋼部材の補修では溶接やボルト接合による補強材付加

工法の他にも，橋梁分野では鋼製橋脚の耐震補強や腐食した鋼桁の

剛性改善を目的に，母材に熱や孔等の損傷を与えないメリットがあ

る鋼板や FRP を用いた接着補強が近年適用され始めている 8)。山形

鋼ブレース接合部においては CFRP 付加補強が検討されており，松

本らは VaRTM 形成接着工法を用いることで接合部破断を防止し母

材軸部の塑性変形性能を改善できることを実証している 9)10)。しか

しながら，山形鋼腹材を模擬した接合部に補強鋼板を接着付加した

場合の実験的研究やその特性分析は筆者らの知る限りこれまで実施

されてきておらず，総じて部材の変形性能向上を目的とした接合部

の接着補強における知見は十分蓄積されているとは言い難い。 

そのような課題に対し，本研究は，送電用鉄塔等の接合仕様に対

しても適用可能な山形鋼腹材接合部補強の一工法として，鋼構造用

接着剤を用いた山形鋼接合部補強（以降，接着補強）の可能性に着

眼し，図 1 に示すように山形鋼接合部の平板部に鋼板を接着する補

強工法に関して，限られた山形鋼断面・材料特性においての一検討

ではあるものの，同工法の基礎的な知見収集を目的とする。以降で

は，最初に 2 章で接着補強の接合部引張試験を実施する。続く 3 章

では接着補強試験体を対象とした有限要素法解析を実施し，歪分布

性状や特性分析を示す。最後に 4 章では本形式の補強効果を向上さ

せるための手段を解析的に検証し，今後の改善方針を示す。 

 

2. 平板部に鋼板を接着補強した接合部引張実験 

2.1 実験概要 

2.1.1 本実験での補強対象接合部 

最初に補強対象である山形鋼腹材接合部の既存性能を整理する。

類似構造である建築分野の山形鋼ブレースの高力ボルト接合部の最

大耐力は，鋼構造接合部設計指針 11)によれば，式(1)～(3) のそれぞ

れの破壊形式の最小値として評価される。 

ボルト最大せん断耐力： 1j u buP n q= ⋅  (1) 

有効断面破断耐力： 2j u e uP A F= ⋅  (2) 

局所的なちぎれ破断耐力： ( )3 0.5
j u nt ns u
P A A F= +  (3) 

ここに，n：ボルト総数，qbu：ボルト 1 本当たりの最大せん断耐力，

Ae：ボルト孔欠損部と応力方向のボルト列数に応じた無効突出脚面

積を控除した有効断面積，Ant：局所的なちぎれ破断を想定した場合

の引張応力の作用する部分の有効断面積，Ans：局所的なちぎれ破断

を想定した場合のせん断応力の作用する部分の有効断面積，Fu：山

形鋼の引張強さである。 

鋼構造物の耐震性能を確保する上では，ブレースは母材軸部が降

伏するまでに接合部が先行破壊しないことが求められ，その条件と

して現行設計では接合部最大耐力を 1.2AF（A：山形鋼全面積，F：

鋼材規格降伏強度）以上確保する保有耐力接合が推奨されている 12)。

高力ボルト接合ではないものの，既存の送電用山形鋼鉄塔腹材に多

用されている代表例として，等辺山形鋼 L45x4 (SS400)・普通ボルト

M16 (強度区分 5.8)-2 本を対象に，ボルト孔径や縁端距離などの細部

寸法を日本鉄塔協会の送電用山形鋼鉄塔製作基準 4)に準拠し，かつ

鋼材規格強度で，接合部耐力を式(1) ~ (3)を準用し試算した結果を表

1 に示す。同表に示すように，有効断面破断耐力不足で保有耐力接

合の条件耐力 1.2AF は満足されておらず，接合部のボルト孔周辺部

のみに損傷集中が生じ，軸部の塑性変形能力は期待できないことが

想定される。本実験では，表 1 に示す有効断面破断耐力不足の

L45x4(SS400) M16-2 接合部を対象とし，図 1 で示したように平板部

に補強材を接着付加した際の補強効果と特性を実験的に検証する。 

2.1.2 試験体概要 

表 2 に試験体パラメータの概念図を，図 2 に試験体一覧と名称を

示す。本実験では無補強と接着補強試験体とは別に，支圧ボルト接

合によって補強材を付加した試験体（以降，ボルト補強）も用意し，

両者を比較しながら接着補強の特性分析を進める。補強材は PL-6 

(SS400)とし，パラメータとして山形鋼平板部に接着する補強材の材

軸方向の補強長さ L=100 ~ 335mm とした。ボルト補強は補強材を長

くしボルト本数を増やしても，母材側のボルト孔欠損部に損傷集中

表 1 補強対象接合部の概要 

表 2 試験体パラメータの概念図 
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が想定されるのに対し，接着補強では母材側にボルト孔欠損を生じ

させないため，補強材付加による新たな弱点部発生を回避しつつ，

既存ボルト孔縁の損傷集中破壊を緩和できると想定される。補強後

の試験体名称は「G_L235」のように，「補強形式（ボルト補強：B，

接着補強：G）_補強長」で表記する。試験体は山形鋼の両端に主柱

材を模擬したガセットプレート G.PL（12mm (SM490A)）を接合して

構成されている。なお，本研究では腹材の補強による強度上昇に対

して，主柱材は十分な強度を有していることを前提とする。補強時

には高強度ボルトへの差し替えを想定し，試験体に使用する普通ボ

ルトは強度区分 9.8 を用いる。その結果，表 1 中のボルトせん断破

断耐力は 163kN に向上する。補強材のボルト孔は山形鋼の既存孔径

と同径である。また，断面詳細図に示すように，補強材は内 R 部分

への干渉を考慮して角部に面取り加工を施した。また，接着補強試

験体は性能のばらつきを想定し，同一試験体をそれぞれ 3 体ずつ用

意した。 

試験体は送電用鉄塔の実情を可能な限り再現するため，普通ボル

トには座金を用いず，締め付けトルクは一般的な送電用鉄塔の規定

値（M16：4500N・cm）とし，鋼材はすべて溶融亜鉛めっき処理を施

した。ただし，試験体材長は既往の接合部引張実験 7)9)13)を参考に，

接合部の破壊耐力や歪分布性状は試験体材長の影響は小さいと考え，

実際の腹材部材長よりも短いものとした。本実験での使用鋼材の素

材試験結果は表 3 に示す通りである。 

2.1.3 計測計画と実験方法 

図 3 に計測計画の概略を示す。本研究では荷重変化に伴う既設第

一ボルト孔間の変位を計測するため，ガセットプレート側面に計測

用治具の高ナットを点付け溶接した。このボルト孔間の変位を左右

2 本の LVDT 変位計で計測し，その平均値の変位を荷重－変形関係

に使用した。軸方向荷重 P は試験機に組み込まれたロードセルから

得る。また，荷重作用下の山形鋼平行部と補強材の材軸方向の応力

分布を把握するために，ボルト補強ではボルト孔へりあき部，接着

補強では山形鋼平板部と補強材の中央部に歪ゲージを貼付した。 

実験は 1000kN アムスラー型万能試験機に G.PL のつかみ部分を

はさみこんで固定し強制変位を与えた。載荷は準静的一方向単調引

張載荷とし，試験体接合部の破壊が確認されるまで載荷した。 

2.2 鋼構造用接着剤の概要 

補強材の接着に使用する鋼構造用接着剤は，入手も容易で常温硬

化型で接着強さが大きく，塗布作業が容易であるという理由で既往

研究例えば 14)15)などで多く使用されている二液混合型金属接着用エポキ

シ樹脂系接着剤（コニシ株式会社製ボンド E258R）とした。表 4 に

同接着剤の基本性質を示す。 

図 4 に試験体の接着施工状況を示す。まず，サンドペーパー#120

を用いて山形鋼平板部および補強材の接着面の亜鉛めっきをはがし

て金属素地が露出したことを目視で確認し，市販のアルコール消毒

液で表面のほこりや油分を除去した。続いて，接着剤の主剤と硬化

剤を混合した後，接着剤はヘラを用いて塗布し，最後に万力にて圧

着した。この時，側面から接着剤が少しはみ出ることを確認し，接

着面に空隙ができないように注意した。その後，1 週間養生（平均

温度約 20℃，平均湿度約 50%）した。参考までに，今回の試験体の

接着作業は，試験体 6 体分（接合部 12 ヶ所分）あたり 1 時間程度で

施工できた。また，実基での施工では接着剤硬化前にボルト締付け

ることとすると，ボルト孔内に接着剤が充填されボルト軸部が孔側

面に固着する可能性があるが，本実験では山形鋼と補強材のみを接

着した状態下での基礎的な効果検証を主眼とするため，ボルトの締

付け作業は接着剤硬化後に実施した。 

2.3 実験結果と考察 

図 5 に荷重‐変形関係の実験結果を，表 5 に各種荷重値結果と破

壊性状を整理して示す。同表中の剥離荷重は接着面が剥離したこと

で急激な荷重低下を経験した時点の荷重である。また，図 6 に試験

体の破壊状況を示す。補強対象である無補強試験体は，第一ボルト

部で有効断面破断・最大耐力 69.0kN で，その破壊形式および最大耐

力は使用鋼材実強度を加味した鋼構造接合部設計指針 11)の計算値

66.0kN と対応する結果であることが確認された。なお，図 5(a)に示

す無補強試験体の軸変位量には，第 1 ボルト孔周りの有効断面積部

での局所的な伸びおよび同孔端部で卓越した支圧変形量が含まれて

おり，これが同図(b)～(c)の接着補強試験体と軸変形量が同等に見え

る要因となっている。その多くは接合部の局部的な塑性変形で占め

られており，軸部が長くなった場合には引張ブレースとしてのエネ

ルギー吸収の期待できない軸変形といえる。 

変位計測

試験機つかみ範囲

670

20 70

1370

G.PL-12
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歪ゲージ

歪ゲージ

歪ゲージ

高ナット

歪ゲージ

400
250

1
0
0
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P

図 3 計測計画の概略 

表 4 使用接着剤の基本性質 表 3 使用鋼材の素材試験結果一覧 

主剤 エポキシ樹脂

硬化剤 ポリミアン類

混合比
(質量比)

2：1

(主剤：硬化剤)

混合粘土 約105Pa・s(23℃,20r/min)

可使時間 約85分(23℃，300g)

硬化時間 約6時間(23°)

部位 材質
σ y

(N/mm
2
)

σ u

(N/mm
2
)

破断伸び

(%)

降伏比
(%)

L45x4 SS400 301 431 38 70

PL6 SS400 362 455 38 80

PL12 SM490A 411 524 39 78

M16 9.8 - 977 - -

*M16はミルシート値

(b) 主剤と硬化剤の混合 (a) 接着剤 

硬化剤 主剤 

図 4 接着剤の施工状況 

山形鋼 

補強材 

(c) 接着剤の塗布 (d) 万力による圧着 
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2.3.1 荷重－変形関係と破壊性状 

最初にボルト補強の結果を分析する。図 5(a)のボルト補強の荷重

―変形関係に着目すると，いずれのボルト補強試験体も 10kN 程度

で剛性が一度緩やかになった後，20kN 程度以降で剛性が再上昇し，

その後は最大耐力まで達する曲線を描いている。上記の荷重範囲で

はボルトが支圧状態に移行する過程で滑り変形が生じていると考え

られる。最大耐力に着目すると，B_L100 は補強効果が全く発揮され

ず無補強と差はみられないが，材軸上に補強材を延長付加した

B_L235 と B_L335 は無補強と比べ最大耐力が上昇している。図 6(b)

に示すように，B_L235 と B_L335 はどちらも補強材を付加した先頭

ボルト孔欠損部を起点とした山形鋼断面での有効断面破断を生じて

おり，先頭ボルトの山形鋼断面部において偏心引張が低減され，引

張力を負担する有効突出脚長さが増加したことで剛性および最大耐

力が上昇したと考えられる。一方で，その上昇度合は B_L235 と

B_L335 では同程度であり，本実験で扱った補強長さ（ボルト本数）

では，偏心緩和の影響に大きな差は生じない結果であったと言える。 

次に，接着補強の結果を分析する。図 5(b)~(d)の荷重―変形関係に

着目すると，ボルト補強と同様に，20kN 程度に至る過程ですべり変

形を生じ，その後はボルトが支圧状態に移行し剛性再上昇が生じた

とみられる。いずれの試験体も山形鋼平板部と補強材の軸部側の接

着面が全面剥離した時に荷重が大きく低下し，その後は無補強と変

形曲線と概ね重なるような履歴を描いている。最終的には無補強と

同様に既設第一ボルト断面で山形鋼が有効断面破断を生じた。ボル

ト孔周辺のみしか補強材を接着付加していない G_L100 は，無補強

の最大耐力よりも低い荷重で接着面が全面剥離したのに対し，軸部

側に接着長さを確保した G_L235 および G_L335 では剥離荷重が最

大耐力に対応し，剥離荷重は無補強の最大荷重を上回り，補強によ

り最大耐力の向上がみられた。G_L235 および G_L335 は，今回の実

験の補強長さにおいては，ボルト補強による耐力上昇と同等以上の

効果が確認された。ボルト支圧直後の剛性をみると，いずれも無補

強よりもやや高くなっており，補強材が接着され断面性能が向上し

ていると考えられる。また，剥離荷重に至るまでの剛性は，G_L235

および G_L335 には試料ごとにバラつきがみられ，それぞれ試料 3

体の内 2 体は低くなっていた。この要因は，3 章の有限要素法解析
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図 5 荷重－変形関係 

最大
荷重

剥離
荷重

(kN) (kN)

69.0 - LY1

67.4 - LY1

87.6 - LY2

86.5 - LY2

-1 70.2 61.1 H→LY1

-2 71.6 62.3 H→LY1

-3 70.7 61.3 H→LY1

-1 H→LY1

-2 H→LY1

-3 H→LY1

-1 H→LY1

-2 H→LY1

-3 H→LY1
＊破壊性状 LY1：既設第一ボルト部での有効断面破断
　 の記号 LY2：補強材先頭ボルト部での有効断面破断

H：補強材の剥離による大きな荷重低下

破壊
性状

補強
形式

試験体名

無補強

82.6

G_L335

92.6

94.5

93.6

G_L235

91.7

84.8

G_L100

接着
補強

B_L100
ボルト
補強

B_L235

B_L335

表 5 実験結果一覧 

(a) 無補強 (c) 接着補強 G_L335 

図 6 試験体の破壊状況 
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図 7 山形鋼平板部と補強材の歪推移 
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において解析的に分析している。 

2.3.2 材軸方向の歪推移 

試験体に添付した歪ゲージの計測値から，山形鋼および補強材の

損傷傾向を分析する。図 7 には最大荷重または剥離荷重を発現する

までの山形鋼と補強材の歪ゲージ計測値を荷重毎 3 段階で示してい

る。それぞれ左側が山形鋼平板部，右側が補強材の歪で，横軸は歪

計測値 ε (μ)を，鋼材降伏歪 εy (μ)で除した無次元化歪（塑性率）を示

し，上側の荷重－変形関係図には該当荷重の位置を示す。同図(a)に

示すように，ボルト補強 B_L335 では，最大耐力に達するまで補強

材先端ボルト孔縁の山形鋼側の歪のみが徐々に増加している。補強

材は先端部のみならずガセットプレートと接続されている既設第一

ボルト孔付近においても塑性変形は観測されず，補強材はほとんど

応力を分担せず，山形鋼の先頭ボルト孔縁のみに損傷が集中してい

る。一方で，同図(b)に接着補強 G_L335 の歪分布を示す。最大耐力

に達する過程で，山形鋼軸部および既設第一ボルト孔縁の補強材が

塑性化している様相がみられる。なお，同図に示す塑性化部（非補

強部の軸部）の歪ゲージによる塑性率が後述する図 18 に示す FEM

解析結果より過小になっているが，同試験体では接着が健全とみら

れる試料 3 の剥離時の軸伸びが実験・解析ともに 4～5mm 程度であ

ったことから，塑性化部の塑性率は図 18 に示す値程度に達してい

たと考えられる。降伏後の降伏棚に相当する歪硬化前の 0.2～3%程

度の歪領域では軸部の塑性化が均等に進展せず，歪ゲージ貼付位置

の数値が塑性化部全域の平均塑性歪と一致しない現象も良く見られ

ることから，図 7(b)の歪ゲージ計測値は部分的な過小値を示してい

る可能性がある。それでも図 7(b)では G_L335 において非補強部の

軸部が明確な塑性化を示している点で有用なデータを与えていると

いえる。よって，補強長さを一定程度確保すれば，軸部側の接着面

が全面剥離するまでの間は，第一ボルト孔周辺の山形鋼有効断面部

の局所的な損傷集中破壊を回避し，軸部の塑性変形性能を向上させ

ることができると考えられる。また，補強材先端部の山形鋼平板部

の歪も増加していることから，断面急変部となる同箇所近傍の接着

剤が鋼材の塑性変形に追従できなったことが要因で接着面が全面剥

離を生じたと推定される。 

2.3.3 接着面の剥離状況 

図 8 に接着補強試験体の実験後の接着面の剥離状況を示す。同図

に示すように，山形鋼側には接着剤が残存して付着していない状態

や山形鋼側および補強材側の両面に接着剤が残存して付着している

状態が観測できる。それらの接着部の破壊形式は，前者は「山形鋼

と接着層の界面はく離」，後者は「接着剤の凝集破壊」であるといえ

る 16)。G_L100 は試料すべて界面はく離が観測され，山形鋼素地の

露出が特に著しかった。G_L235 や G_L335 において，両者が混在す

る場合には，軸部側補強材先端付近に界面はく離が観測された。 

 

3. 接着補強試験体の有限要素法解析による検証 

本章では 2 章の接合部実験における接着補強試験体の詳細な歪分

布性状の傾向分析を目的に，汎用有限要素法プログラムAdina ver.9.6

を用いた数値解析（以降，FEM 解析）を実施する。 

3.1 FEM 解析モデル概要 

接着補強試験体の再現解析モデル構築に際し，最初に無補強試験

体の再現解析モデルを構築し，そのモデル化方法の妥当性を検証す

(c) G_L335 (b) G_L235 

接着剤の 

「凝集破壊」 

接着剤の 

「凝集破壊」 

山形鋼と接着剤の「界面はく離」 

(a) G_L100 

図 8 接着面の剥離状況 
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図 9 有限要素法解析モデルの概要図 
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る。図 9 に FEM 解析モデルの概要図を示す。試験体の対称性を考

慮し，本研究では試験体全長の半分をモデル化したハーフモデルと

し，G.PL およびボルトナット部分はそれらを一体化したモデル（以

降，治具部）化とする。解析モデルは 3 次元ソリッド要素により構

成され，山形鋼部は 20 節点 6 面体要素とし，材料特性は本研究で使

用した素材引張試験結果を新応力－新歪関係に変換し，それを多項

式近似したものを用い，材料の降伏条件は Mises 降伏条件および等

方硬化則に従うものとした。治具部は 8 節点 6 面体要素の弾性要素

としてモデル化した。山形鋼部と治具部の間では，摩擦およびボル

ト導入張力は考慮せず，接触のみを考慮する。無補強試験体の有効

断面破断時および接着補強試験体の接着面剥離時には，ボルト軸部

は支圧状態となっていたため，本解析では支圧状態に移行する過程

のすべり変形は再現せず，初期段階から支圧状態とする。境界条件

は図 9 中に示すように，試験体中央部の断面はその重心位置に配置

された節点 P に剛体要素を介して接合されている。また，治具部の

端部はその断面の重心位置に配置された節点Qに剛体要素を介して

接続され，節点 Q に強制変位を与えることで載荷を行った。図 10(a)

に解析結果と実験結果を比較して示す。実験結果の荷重－変形関係

は，滑り変形が終了したと推定される 20kN 時と 30kN 時を結んだ直

線と横軸の交点の軸変位量分をオフセットし，滑り変形を除いてお

り，最大耐力時を◇印で示している。同図に示すように，最大耐力

に至るまでの荷重－変形関係が概ね対応しており，解析モデルの妥

当性が確認できる。 

続いて，上述した無補強モデルに，補強材部および接着層部を追

加したモデル化を施し，接着補強試験体の再現解析モデルの構築を

進める。補強材部は 20 節点 6 面体要素とし，本実験の使用鋼材の材

料非線形を考慮したモデル化とした。接着層部は，文献 16)を参考

に，8 節点 6 面体要素の弾性要素としてモデル化し，ヤング率

1500N/mm2，ボアソン比 0.34 とした。接着層の厚さは，実験後に保

管していた G_L335-3 の，接着破壊を生じた側の接合部の山形鋼側

および補強材側の接着面に残存していた接着剤厚みを膜厚計で計測

した結果が 0.3mm 程度，接着破壊を生じなかった側の接合部の接着

層を金尺で目視確認した結果が 0.5mm 程度であったことを鑑み，本

研究の解析では全てのモデルで 0.4mm が接着面全面に均一に塗布

されていることを仮定した。また，接着層はその応力状態の再現性

を考慮し，鋼材部分と比べて細かいメッシュサイズ（補強材の材軸

方向先端部は最小で 0.1mm 角）でモデル化し 16)，メッシュパターン

の異なるボリューム間の接触面に該当するサーフェスを Adina に実

装されている Glue Mesh 機能を用いて付帯拘束接合した。荷重－変

形関係について，図 10(b)~(c)に接着補強モデルの解析結果と最大耐

力（= 剥離荷重，◇印）に至るまでの実験結果をそれぞれ実線とし

て比較して示す。同図に示すように，実線で示した解析結果-O は，

実験値の中で実線にて示した試料 G_L235-1 および G_L335-3 と概

ね対応しており，その妥当性が確認できる。 

一方で，実験値の中で点線にて示した G_L100-1～3 の試料 3 体，

G_L235-2,3 と G_L335-1,2 の試料それぞれ 2 体は，最大荷重に至る

までの剛性が実線で示した解析結果-O よりもやや低い。これを踏ま

えて，実験において剛性のバラつきが生じた要因を解析的に検討し

た結果を同図中に点線で解析結果-N として示している。解析結果-

N は，図 11 左（青色着色部）に示すようにボルト孔周辺部の接着層

部の構成要素のヤング係数を微小（1N/mm2）とすることで，同箇所

の接着剤の付着が良好でなかった状態を便宜的に再現した解析モデ

ルの結果である。同図に示すように，点線で示す解析値は点線の実

験値とよく対応していることが確認できる。また，G_L235 と G_L335

に関して，補強材の第一ボルト孔縁の実験での歪履歴計測値と解析

値をそれぞれ比較したものを図 11 に示す。同図に示すように，ボル

ト孔周辺を接着不良としたモデルでは，計測値にばらつきはあるも

のの，同箇所の塑性化がより進行する場合がみられる実験結果の傾

向とも概ね対応することも確認できる。以上から，実験時の剥離荷

重に達するまでの剛性のばらつきは，ボルト孔周辺部の接着剤の付

着品質のばらつき（接着層に空隙を含んでいたことによる接着不良，

主剤と硬化剤の練り混ぜ不足等による品質不良）が主な要因と推定

される。 

3.2 FEM 解析結果に基づく分析 

前節で構築した FEM 解析モデルに基づき，歪分布性状や塑性変
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形性能の評価，接着剤に作用していた応力分布傾向を検証し，接着

補強の特性分析を進める。 

3.2.1 歪分布性状に着目した補強効果の分析 

接着補強有無での主要断面の載荷軸方向の歪分布を比較検証する。

図 12 に，第一ボルト位置の山形鋼断面および補強材断面，軸部の山

形鋼断面の軸歪分布を，Ⅰ：無補強最大荷重前，Ⅱ：無補強最大荷重

時，Ⅲ：剥離荷重前，Ⅳ：剥離荷重時の段階毎に，無補強と G_L235-

O を比較して示す。同図では山形鋼断面は突出脚の部分を展開して

示している。また，同図中には上述したボルト孔周辺部が接着不良

モデル G_L235-N の結果も参考として併せて示している。無補強の

場合，Ⅰ：無補強最大荷重前に既に平板部の孔縁のみに歪集中の兆し

がみられ，Ⅱ：無補強最大荷重時には軸部は弾性状態のままボルト孔

縁が局所的に塑性化し，変形の大部分がボルト孔縁部に集中してい

る様相がみられる。一方で，接着補強 G_L235-O では，Ⅱ：無補強最

大荷重時において山形鋼軸部が塑性化し始めている様子がみられ，

Ⅳ：剥離荷重に至る過程で孔縁部の山形鋼，補強材および山形鋼軸

部は，同程度塑性化が進展している。第一ボルト部断面の山形鋼断

面に着目すると，無補強と比べて平板部と突出脚との引張歪分布の

偏りが小さく，平板部のボルト孔縁のみの損傷集中が緩和している

と言える。これは，突出脚の有効部長さが無補強よりも相対的に増

加していると解釈でき，材軸上に補強材が接着付加されたことで，

図 13 に示すように面外偏心 ex および面内偏心 ey が低減された効果

と考えられる。また，補強材のボルト孔縁も山形鋼平板部の孔縁と

同程度塑性化していることから，ボルト支圧力の一部が補強材に分

散していると考えられる。また，ボルト孔周辺接着不良モデル

G_L235-N においても，軸部側で補強材が接着されていれば，ボルト

の支圧状態は維持され補強材への応力分散効果は機能し，山形鋼の

ボルト孔縁部の応力集中は緩和されている様子が同様にみられる。
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図 13 偏心量の概念図 
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なお，G_L100 のようにボルト孔周辺の接着のみでは，山形鋼平板部

のボルト孔周辺の塑性化進行に伴って早期に全面が剥離し，ボルト

補強 B_L100 と同じ状態になる恐れがあるため，本補強形式では軸

部側にある程度の接着長さを確保する必要があると考えられる。 

図 14 に，G_L235-O の第一ボルト前方の接着面中央の山形鋼と補

強材の軸方向歪分布を抽出して示す。同図(a)に示すように，山形鋼

軸部が弾性範囲内の荷重段階の状況をみると，接着範囲内では山形

鋼の軸歪は軸部歪より低下する一方で，補強材の軸歪は先端部から

約 25mm にかけて徐々に増加し，25 ~ 125mm の範囲でほぼ一定値に

収束する傾向がみられる。試験体の面外たわみによる曲げ歪の影響

を含むため，山形鋼と補強材の軸歪が同一値に収束はしていないと

みられるが，その範囲では補強材が山形鋼に定着し，合成断面とし

て一体的に変形しているとみられる。また，同図(b)に示すように，

山形鋼軸部の塑性化が進行する荷重段階では，断面急変部となる接

着面先端部の山形鋼の塑性化も進行しており，同箇所から接着面が

全面剥離したと推察される。接着面の破壊に関しては次項において

接着層に作用した応力に着目して別途検証する。 

以上までから，軸部側に補強長さを確保すれば，軸部側接着面が

全面剥離するまでは，偏心引張の緩和および補強材の応力分担によ

り山形鋼の第一ボルト孔縁の損傷集中破壊が改善され，山形鋼軸部

の変形性能を改善できる傾向を確認できたが，その補強効果を最大

耐力値や局所的な変形量ではなく，山形鋼軸部の塑性変形性能とし

て式(4)で定義する塑性率 μ 9)として定量的に検証する。軸部の代表

軸変形量は，図 15 中に示す平板部中央点の載荷軸方向変位とし，実

験での剥離荷重値までの変位量の解析値を参照する。 

yb

b

L

L E

σ∆
µ

   
=    

  
 (4) 

ここに，ΔLb：接着範囲を除いた軸部の平均軸変形量，Lb：接着範囲

を除いた軸部の初期長さ，σy：山形鋼の降伏応力度，E：鋼材のヤン

グ率である。 

図 15 に無補強および実験で補強効果が確認された G_L235 およ

び G_L335 の塑性率の評価結果を，終局時の材軸方向歪のコンター

図と併せて示す。無補強では，第一ボルト断面周辺部のみに塑性変

形が集中し，軸部は塑性変形していないため塑性率は 1 以下となっ

ている。それに対して，G_L235-1 と G_L335-3 では，第一ボルト断

面部の損傷集中が緩和された一方で，軸部の塑性変形が進行してお

り，接着範囲を除いた部材長さにおける塑性率が 12 以上となり，軸

部の塑性変形能力が大幅に改善していることが確認できる。また，

同図中には，ボルト孔周辺の接着不良を再現した解析モデル(-N)か

ら評価した G_L235-2,3 と G_L335-1,2 の結果も併せて示しているよ

うに，ボルト孔周辺が接着不良の場合でも，軸部の変形性能の改善

効果が大きく低下することはない結果であった。 

3.2.2 接着層の応力分布 

補強効果を決定づける軸部側の接着面剥離について，接着剤に作

用する応力からその性状を検証する。土木学会の FRP 接着による構

造物の補修・補強指針（案）17)では，接着剤の最大主応力に着目し

た接着部の破壊予測手法として式(5)が示されている。同式は，接着

剤に作用する主応力がある値に達した時に接着部が破壊することを

判定する評価手法であり，本実験で観測された接着部の破壊形式が

「鋼材と接着剤の界面はく離」や「接着剤の凝集破壊」のような接

着剤に生じる応力が関係する場合において適用可能とされている 16)。 

2

2

2 2

py py

pe e pcr

σ σ
σ τ σ

 
= + + = 

 
 (5) 

ここに，σpe：接着剤に生じる主応力，σpy：接着剤に生じる垂直応力，

τe：接着剤に生じるせん断応力，σpcr：接着剤の破壊主応力である。 

解析結果から実験での剥離荷重に達した時点の補強材接着面中央

位置の接着層部に生じるせん断応力および垂直応力を材軸方向に渡

って抽出し，式(5)より主応力の軸方向分布を確認することで接着破

壊の起点を検証する。図 16 に接着剤に生じる各応力の抽出結果を

示す。なお，接着剤に生じる応力は，図 9 に示す接着層先端部は全

4 層の内の補強材側から 2 層目，一般部は全 3 層の内の中央の層の

要素から抽出した。以降の検討でも同様である。同図に示すように，

接着剤に生じるせん断応力および垂直応力分布は補強材の先端部で

急激に増加しており，それに伴い主応力も先端部で急増している。

これは，図 14(b)に示したように，接着面先端部の山形鋼の塑性変形
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進行に起因していると言える。ボルト孔周辺の接着不良モデル(-N)

でも同様の傾向であった。よって，補強材の先端部の接着破壊が，

同材の軸部側接着面の全面剥離の起点になったと考えられる。 

 

4. 補強効果向上手段の解析的検討 

本章では，本補強形式の基礎データ拡充を目的に，前章までで確

認できた補強効果をさらに向上させる手段を解析的に検討する。な

お，以降の各検討のパラメトリックスタディー解析では，前章で述

べたボルト孔周辺の付着状態は，適当な管理のもと良好に施工され

た状態を想定したモデル(-O)での検討を進める。 

4.1 補強長を長くした場合の効果 

補強効果が確認された G_L235-1（最大耐力 91.7kN，塑性率 12.2）

と G_L335-3（最大耐力 93.6kN，塑性率 15.3）を比べると，補強長さ

の長い G_L335-3 の方が接着破壊に伴う最大耐力および塑性率がわ

ずかに大きい結果であったものの，補強長さが補強効果に与える影

響の傾向は明瞭でない。そこで，2 章の実験よりも補強長さを延長

した場合の補強効果に与える影響検証を目的に，補強材長さを

385~535mm とした場合のパラメトリックスタディー解析を実施す

る。なお，補強範囲を除いた山形鋼軸部長さは G_L335 と同様 75mm

で一定とする。各モデルの終局判定は，補強材先端部の接着破壊に

起因する剥離と仮定し，接着剤に生じる主応力に着目して，式(5)を

用いて判定する。同式中の接着剤の破壊主応力 σpcr の指標値は，3 章

の再現解析モデルにおいて，実験での剥離荷重値時の補強材先端部

に生じる最大主応力を基に設定する。図 17 に再現解析モデルから

抽出した補強材先端部の剥離荷重時の最大接着応力を示す。各モデ

ルの最大主応力は概ね同等の数値であり，本検討ではそれらの平均

値 71.9N/mm2 を接着剤の破壊主応力 σpcr と定める。なお，同製品の

鋼構造用接着剤を使用している鋼板接着に関する既往研究 14)15)とは，

接着作業の熟練度，接着面の仕上げ管理方法などは本実験と同一条

件ではないものの，同文献に示されている破壊主応力のバラつきの

範囲に含まれる値であり，同数値は概ね妥当なものと判断できる。 

図 18 に補強長さと補強効果の関係の解析結果を示す。同図(a)に

示す塑性率は式(4)より評価した結果である。同図に示すように，補

強長さを実験最大長さ 335mm より長くしても，補強材先端部で接

着破壊に至るまでの塑性率および最大耐力に顕著な向上はみられな

い。軸部の山形鋼平板部がある程度まで塑性化した段階で接着剤が

塑性変形に追従できなくなり接着破壊に至るが，その過程において

補強長さ 335mm 以上では偏心引張の緩和に伴う軸部の山形鋼断面

の引張力を負担する有効突出脚の増加は頭打ちとなり，その変化は

小さかったことが要因で，補強効果に明瞭な差は生じなかったと考

えられる。また，通常の鉄塔腹材は細長比 Lk/r=200~250（Lk：部材

長，r：弱軸周りの断面二次半径）が多用されていて，断面サイズが

本試験体の L45x4 であると部材長 Lk は 2000mm 程度になることを

鑑みると，保有耐力接合の条件耐力値を満足させる性能を追求する

場合には，補強長さを長くすることでは対応が困難であると言える。 

4.2 補強材先端部をテーパー形状とした場合の効果 

FRP 接着接合に関する文献 16)では，補強材である FRP 先端部に

テーパーや段差を設ける等の手段により，被接着鋼材の応力の変化

がスムーズになることで接着剤に作用する応力が低減され，結果と

して FRP の剥離荷重を改善可能であることが示されている。そこで，
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図 19(a)に示すように，本補強形式においても同様に補強材先端部に

テーパー形状を設けた場合の効果を，試験体 G_L335 を対象に解析

的に検証する。また，本検討では補強材が鋼板である場合のテーパ

ー形状の寸法に応じた傾向分析も併せて検証することを目的に，同

図(b)に示すように，仮に補強材板厚 tp = 6mm を基準に垂直寸法 tt は

tt/tp = 1/2，1/3，1/4，水平寸法 Lt は Lt/tp = 1，2，3，4 として，テーパ

ー寸法をパラメータとして解析を実施する。 

図 20(a)に実験での剥離荷重値時の接着先端部近傍の接着応力度

分布を，テーパー有無で比較した結果の一例（tt/tp = 1/2，Lt/tp = 3）

を示す。同図に示すように，テーパー有りの場合には無しの場合と

比較して，補強材先端部のせん断応力と垂直応力が低下しており，

最大主応力も低下している。つまり，接着破壊に至るまでの耐荷重

が向上し，最大荷重および変形性能が改善されることを意味する。

また，同図(b)にはテーパー有りにおける補強材先端部近傍の最大主

応力に関して，テーパー無しに対する最大主応力の低減率を，テー

パー寸法のパラメータごとに整理して示す。同図に示すように，垂

直寸法 tt が短いほど，水平寸法 Lt が長くテーパー勾配が緩やかなほ

ど，低減効果がより発揮されることが確認できる。 

図 21 に，接着剤の破壊主応力をテーパー無しモデルの再現解析

値と同一値とした場合の，接着破壊時のテーパー有りモデルの塑性

率および最大耐力の補強効果の評価結果を示す。先端部の接着剤の

最大主応力低減効果の傾向に準じ，垂直寸法 tt が短いほど，水平寸

法 Ltが長くテーパー勾配が小さいほど補強効果が向上する傾向がみ

られる。また，本研究の範囲では，水平寸法 Lt/tp を 3 以上確保すれ

ば，補強材先端部の接着破壊に起因する最大荷重が保有耐力接合の

条件耐力値を満足できる性能まで向上し，塑性率は 20 程度期待で

きる結果となっている。 

以上の検討から，補強材先端部をテーパー形状とすることで補強

効果をより向上でき，本補強形式の今後のさらなる改善方針として

有効であると考えられる。 

 

5. 結 

本研究では，送電用鉄塔等の接合仕様に対しても適用可能な山形

鋼腹材接合部補強の一工法として，偏心接合された山形鋼

L45x4(SS400) M16-2 接合部を対象に，平板部に補強材 PL6(SS400)を

接着補強した場合の基礎的な知見収集を目的に，接合部を模擬した

載荷実験および有限要素法解析を実施した。本研究で得られた範囲

の知見を示す。 

(1) ボルト補強の場合には補強材を留めた先頭の追加ボルトの山

形鋼のボルト孔縁のみに損傷が集中するのに対して，補強によ

るボルト孔欠損を伴わない接着補強の場合では，補強材長

235mm 以上において，軸部側の接着面が全面剥離するまでは，

偏心引張の緩和および補強材のボルト支圧力分担により第一

ボルトの山形鋼断面ボルト孔縁の損傷集中破壊を改善でき，接

着範囲を除いた軸部の変形性能向上を期待できる傾向がみら

れた。 

(2) ボルト孔周辺部の接着剤の付着が良好でない場合には，孔周辺

の鋼材の局所変形がやや生じやすくなるため，剥離荷重に達す

るまでの剛性が低くなる可能性があるものの，軸部の塑性変形

性能の改善効果が大きく低下することはない結果となった。 

(3) 補強材の軸部側接着面の全面剥離の起点は，軸部の塑性化進展

に伴う接着剤に生じる主応力増加に起因する補強材先端部の

接着破壊であると考えられる。 

(4) 補強効果向上手段をパラメトリック解析で検討した所，今回の

接合部形状では補強材長を 235mm 以上としても補強材先端部

の接着破壊で決定づけられる補強効果に顕著な向上は期待で

きない。 

(5) 上記(4)に関し，補強材先端部をテーパー形状とすることで，補

強材先端部の接着破壊に起因する最大耐力ならびに変形性能

の向上が期待できることが確認され，本補強形式の今後のさら

なる改善方針として有効であると考えられる。また，テーパー

形状は，垂直寸法 tt が短いほど，水平寸法 Lt が長くテーパー勾

配が緩やかなほど，より補強効果を向上させることができる傾

向も確認された。 

 

本論中で示した接着補強の最大耐力や塑性率の値そのものは，使

用鋼材の実強度や降伏比，接着剤の性能に依存するものであるが，

本研究において平板部に鋼板を接着付加する本形式の一定の有効性

および特性を示す基礎的データを収集することができたと考えてい

る。今後，種々の山形鋼サイズに適した補強材サイズの検討を含め，

実際に補強材先端にテーパーを設けた場合や実大スケールでの性能

確認実験を実施予定であり，稿を改めて報告したいと考えている。 
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附録 A ボルト締め付け時の孔周辺の接着層への作用応力 

2.2 節で述べたように，接着補強試験体の製作において，ボルトの締め付け

作業は接着剤硬化後に実施したが，3.1 節述べたボルト孔周辺部の付着具合の

要因が，同施工手順によりナット直下の接着層が圧壊したことによるものか

どうかの考察を附記する。 

締め付けトルク T = 4600N・cm，ボルト径 d = 1.6cm，トルク係数 k = 0.15 と

すると，ボルト導入張力 N は約 18.8kN になる。また，ボルトが緊結すること

でナット接触面から鋼材面を介して作用する接着層への有効圧縮面積 A は，

ナット接触面から鋼材板厚方向へ 45°方向に広がる領域として附図 A の着

色部を仮定すると，A = 464mm2 程度となる。この場合，接着層に作用する垂

直応力 σpy は σpy = N / A = 40.5N/mm2 と試算される。せん断力 τe = 0 の場合，主

応力 σpe と垂直応力 σpy が同値となり，40.5N/mm2 は 4.1 節で示した接着剤の破

壊主応力の指標値 71.8N/mm2 の 6 割程度であるため，ボルト締め付け時にナ

ット直下の接着層が圧壊した可能性は低いとみられる。ただし，締め付けト

ルクが今回よりも大きかった場合には圧壊していた可能性もあるため，施工

手順等は品質に差が生じる要因となりえると考えられ，接着補強の実用化に

向けた重要な要点と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

附録 B 補強材先端部幅方向の接着応力状態 

本論では接着破壊を決定する指標値として補強材先端部の接着面中央位置

を用いることとしているが，補強材先端部幅方向の接着応力状態を附記する。 

附図 B に G_L235-1（接着剥離 91.7kN 時）の補強材先端部幅方向の接着応

力状態を例として示す。同図に示すように，せん断応力は端部ほど高く，垂

直応力はフランジ先端側から中央にかけてはほぼ一定で推移しながらフラン

ジ根本側に向かって低下し圧縮力が作用しており，これは Z 軸周り（解析モ

デル図 9 参照）の偏心曲げによる影響と考えられる。また，主応力はフラン

ジ根本側から中央付近にかけては概ね一定値となる一方で，フランジ先端側

で高くなっており，補強材の剥離は補強材先端部の中でも幅方向のフランジ

先端側の角が先行剥離した可能性がある。偏心曲げによる接着応力状態の特

性分析および剥離改善手法への展開は今後の課題と考えている。 

 

 

附図 A ボルト締め付けによる有効圧縮面積 
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附図 B 補強材先端部幅方向の接着応力状態 
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